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【質問】私は機械製造会社の総務部長をして

おり、労務全般を担当しています。当社には

パートタイム労働者、有期雇用労働者、派遣

労働者がいますが、正社員より低いと思われ

る待遇をしています。働き方改革関連法が話

題ですが、どのような対策が必要ですか。

【回答】 2020年4月 1日に同一労働同一

賃金が実施されますが、同一企業等で働く正

規雇用労働者と非正規雇用労働者(有期雇用

労働者、パートタイム労働者、派遣労働者)

との聞における、不合理な待遇差別の解消を

目指すこととされています。

厚労省の説明によると、我が国は「少子高

齢化に伴う生産年齢人口の減少JI育児や介

護との両立など、働く方のニーズの多様化」

などの状況に直面し、就業機会の拡大や意欲・

能力を発揮できる環境を作ることが重要課題

になっており、そのためには働き方改革が必

要である、と言っています。

その実現のために、働き方改革関連法が制

定されましたが、その中でも、パートタイム

労働法、労働契約法、労働者派遣法の改正は

重要です。この改正の目的は、雇用形態にか

かわらない公正な待遇の確保にあります。改

正のポイントは次の通りです。

①不合理な待遇差を解消するための規定を整

備

短時間・有期雇用労働者に関する、同一企

業内における正規雇用労働者との不合理な待

遇の禁止に関し、個々の待遇ごとに、その待

遇の性質・目的に照らして、適切と認められ

る事情を考慮して判断されるべき旨を明確化。

また、有期雇用労働者について、正規雇用

労働者と、職務内容、職務内容・配置の変更

範囲が同一である場合の、均等待遇の確保を

義務化しました。派遣労働者について、派遣

先の労働者との均等・均衡待遇、一定の要件

(同種業務の一般の労働者の平均的な賃金と、

同等以上の賃金であること)を満たす労使協

定による待遇の、いずれかを確保することを

義務化しました。

②労働者に対する待遇に関する説明義務を強

化

短時間労働者・有期雇用労働者・派遣労働

者について、正規雇用労働者との聞で、待遇

に差があった場合、その内容・理由につき説

明しなければなりません。

③行政による、履行確保措置や、裁判外紛争

解決手続の整備

この点に関連して、平成30年の最高判例

(ハマキョウレックス事件)を紹介します。

正社員(トラック運転手)には支給されて

いる手当が、有期雇用社員に対しては支給さ

れていないことが不合理で、労働契約法 20

条に違反するとして、会社を相手に争った事

件です。最高裁は、個々の手当ごとに、支払

う趣旨を個別に整理し、通勤手当、 無事故手

当、作業手当、給食手当、皆勤手当について

は、支給・不支給の差異を設けることは不合

理とし、住宅手当については不合理ではない

と判断しました。会社としてもきめ細かい対

応が必要となります。
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